
2026 年 6 月 税理士法人マネジメント 

【経営情報】2026 年版中小企業白書から読む「稼ぐ力」の高め方 

〜 人手不足・賃上げ・価格転嫁の時代をどう乗り越えるか 〜 

中小企業を取り巻く経営環境は、大きな転換点にあります。人手不足、賃上げ、原材料・エネルギー

価格の上昇、そして価格転嫁の難しさ。これらは一時的な問題ではなく、今後の中小企業経営に継続

して影響する構造的な課題です。 

2026 年 4 月に閣議決定された「2026 年版中小企業白書」では、「現状維持は最大のリスク」とした

うえで、これからの中小企業には「稼ぐ力」を高めることが重要だと示されています。ここでいう

「稼ぐ力」とは、単に売上を増やすことではありません。限られた人員・時間・資金の中で、付加価

値を高め、利益を残す力のことです。 

1. 何が起きているか──経営環境の変化を整理する 

現在の中小企業経営では、「人が足りない」「コストが上がった」「値上げしにくい」という 3 つの

問題が同時に起きています。どれか一つだけを解決すればよいのではなく、会社全体の収益構造を見

直す必要があります。 

変化 内容 中小企業への影響 

人手不足 正社員の人手不足を感じる企業は 2026 年 4 月

時点で 50.6%（帝国データバンク） 

採用できない、受注できない、現場が回

らない 

求人市場の変化 2026 年 4 月の正社員有効求人倍率は 0.99 倍

（厚生労働省） 

職種により採用環境が二極化 

賃上げ圧力 春季労使交渉では高い賃上げ水準が継続 賃上げ原資を確保できない企業は人材流

出リスク 

価格転嫁 原材料費・エネルギー費・労務費の転嫁が課題 値上げできない企業ほど利益率が低下 

帝国データバンクの調査では、正社員不足は 4 月として 4 年連続で半数を超えています。また、2025

年度の「人手不足倒産」は 441 件と、年度ベースで初めて 400 件を超えました。特に建設業（112

件）、道路貨物運送業（55 件）、老人福祉事業（22 件）など、労働集約型の業種で深刻な影響が出て

います。 

2. 「稼ぐ力」とは何か──売上よりも付加価値を見る 

これからの経営で重要なのは、売上高だけを追いかけることではありません。売上が増えても、人件

費・外注費・材料費・借入返済が増え、手元にお金が残らなければ、会社は強くなりません。白書で

は、「稼ぐ力」を高めるために次の 2 つの方向性が重要だとされています。 



方向性 具体策 経営上の意味 

付加価値額を増やす 価格転嫁、高付加価値化、事業承継・M&A 同じ売上でも利益を残す 

労働投入量を最適化する AI 活用、デジタル化、省力化投資 少ない人数で仕事を回す 

つまり、これからの中小企業は、「人を増やして売上を増やす経営」から、「少ない人数でも利益を

残せる経営」へ変わる必要があります。 

3. 業種別の影響と注意点 

■ 製造業 

材料費の上昇に加えて、熟練者不足、外注先不足、設備の老朽化が課題になります。特に注意すべき

なのは、見積時点では利益が出ると思っていた仕事が、材料費・外注費・残業代を含めると赤字にな

っているケースです。製品別・取引先別に粗利益を確認し、「忙しいのに利益が出ない仕事」を見え

る化してください。 

■ 建設業 

職人不足、現場監督不足、外注費上昇が続いています。受注はあるのに人が足りず、工期遅れや追加

原価が発生すれば、売上が増えても利益は残りません。工事ごとの粗利益、追加工事の請求漏れ、外

注費の上昇分、現場ごとの人員負担を確認し、採算の悪い工事を無理に受けない判断が必要です。 

■ 小売・飲食・サービス業 

パート・アルバイトの確保が難しくなる一方で、人件費・光熱費・仕入価格の上昇が続いています。

「値上げするとお客様が離れる」という不安から価格を据え置くと、利益率が下がり、従業員への還

元も難しくなります。営業時間、メニュー、予約制、セルフ化、業務の標準化を見直し、少ない人数

でも回る店舗運営に変えることが重要です。 

■ 運送・物流業 

ドライバー不足、燃料費、人件費、待機時間の問題が重なっています。荷主との取引条件を見直さな

いままでは、走れば走るほど利益が減る可能性があります。配送回数、待機時間、積み下ろし条件、

燃料費上昇分を整理し、採算に合わない取引は条件改定を検討してください。 

4. 経営者が今すぐとるべき 3 つの行動 

■ 行動① 利益の出ない仕事を見える化する 

まず取り組むべきことは、売上ではなく「利益が残っているか」の確認です。商品別、取引先別、現

場別に、次の項目を確認してください。 

確認項目 見るべきポイント 

粗利益率 値上げ前提でも利益が残るか 



労務負担 その仕事に何時間かかっているか 

外注費・材料費 前年よりどれだけ上がっているか 

入金条件 支払いが先行して資金繰りを圧迫していないか 

「売上はあるが、お金が残らない仕事」を放置すると、会社は忙しいだけで弱くなります。 

■ 行動② 価格転嫁を「お願い」ではなく「資料」で進める 

価格転嫁は、単なる値上げ交渉ではありません。中小企業庁は毎年 3 月と 9 月を「価格交渉促進月

間」とし、価格転嫁サポート窓口や下請かけこみ寺など、相談体制も整備しています。交渉時には次

の資料を準備してください。 

資料 内容 

原価比較表 前年と現在の材料費・外注費・人件費の比較 

採算表 現在単価での利益率 

改定後見積書 価格改定後の利益率 

取引継続条件 品質・納期を維持するために必要な単価 

「値上げしてください」ではなく、「この単価でなければ、品質・納期・人員体制を維持できませ

ん」と説明できる状態を作ることが重要です。 

■ 行動③ 採用の前に、仕事のやり方を変える 

人手不足の時代に、採用だけで問題を解決するのは限界があります。まずは、今ある仕事を次の 3 つ

に分けてください。 

区分 例 

やめる仕事 利益が出ない、手間だけかかる、社長しかできない仕事 

任せる仕事 定型業務、チェック業務、事務処理、問い合わせ対応 

仕組みに変える仕事 見積作成、請求管理、在庫管理、日報、顧客管理 

省力化投資には「中小企業省力化投資補助金」も活用候補になります。汎用製品を導入する「カタロ

グ注文型」と、自社の現場に合わせた設備導入・システム構築等を支援する「一般型」の 2 類型があ

ります。申請には G ビズ ID プライムが必要なため、早めの準備をおすすめします（公募スケジュール

は公式サイトでご確認ください）。 

まとめ：6 月に確認すべき経営判断 

これからの中小企業経営では、単に売上を増やすだけでは不十分です。人手不足、賃上げ、原価上

昇、価格転嫁の遅れが重なる中では、「利益の残し方」を変えなければなりません。今月、経営者が



取り組むべきことは次の 3 つです。 

1. 商品別・取引先別・現場別に利益を確認する 

2. 根拠資料を持って価格転嫁を進める 

3. 採用の前に、業務の見直しと省力化を進める 

現状維持は、もはや安全策ではありません。今いる人員で、より多くの付加価値を生み、利益を残す

会社に変えていくこと。それが、これからの中小企業に求められる経営判断です。 

【出典】経済産業省「2026 年版中小企業白書・小規模企業白書が閣議決定されました」（2026 年 4 月 24 日）／中小企業庁「2026 年

版中小企業白書」／帝国データバンク「人手不足に対する企業の動向調査（2026 年 4 月）」「人手不足倒産の動向調査（2025 年

度）」／厚生労働省「一般職業紹介状況（令和 8 年 4 月分）」／中小企業庁「価格交渉促進月間」／中小企業省力化投資補助金事務局

公式サイト 

※本資料は上記公的統計・調査を基に税理士法人マネジメントが作成したものです。数値は各発表時点のものであり、最新情報は各機

関のウェブサイトをご確認ください。本資料に関するご質問はお気軽にお問い合わせください。 


